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【個人情報のお取扱いについて】 
 

三菱ＵＦＪローンビジネス株式会社（以下「当社」という。当社の住所および代表者名は、「企業情報」

をご覧ください。）は、お客さまが安心して当社のサービスをご利用いただけるよう、個人情報保護方針

に基づき、お客さまの個人情報・個人番号・特定個人情報のお取扱いに細心の注意を払っております。 

 

「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記

述により特定の個人を識別することができるもの、または「個人識別符号」が含まれるものをいいます。 

 

「個人識別符号」とは、以下のいずれかに該当するもので、政令等で個別に指定されたものをいいます。

（１）身体の一部の特徴をコンピュータ処理できるよう変換したデータ 

 ＜例＞顔・静脈・声紋・指紋認証用データ等  

（２）国・地方公共団体等により利用者等に割り振られる公的な番号  

＜例＞運転免許証番号、パスポート番号、個人番号（マイナンバー）等 

 

「個人番号」とは、住民票コードを変換して得られる番号で、個人を識別するために指定されるものをい 

います(いわゆる「マイナンバー」のことをいいます)。 

 

「特定個人情報」とは、上記の「個人番号」を内容に含んだ個人情報をいいます（「特定個人情報等」と

は、上記の「個人番号」と「特定個人情報」を、あわせたものをいいます）。 

 

これら個人情報・個人番号・特定個人情報の当社におけるお取扱いについて、以下に公表いたします。 

 

1．利用目的について 

当社は、お客さまの個人情報を、以下の（１）の業務において、以下の（２）の利用目的の達成に必要

な範囲内で利用いたします。 

 

お客さまとの間で契約を締結することに伴って、お客さまから直接書面に記載されたご本人の個人情報 

を取得する場合、あらかじめ利用目的を明示いたします（法令に明示の必要なしと規定されている場合 

を除く）。それ以外の方法で個人情報を直接取得する場合、および公開情報やご本人以外の方等から間 

接的に個人情報を取得する場合についても、次の（１）の業務において、次の（２）の利用目的の達成 

に必要な範囲内で利用いたします。 

また、当社は、お客さまにとって利用目的が明確になるよう具体的に定めるとともに、例えば、各種ア 

ンケート等への回答に際しては、アンケートの集計のためのみに利用するなど、取得の場面に応じて利 

用目的を限定するよう努めます。 

 

（１）当社の業務 

①主として株式会社三菱ＵＦＪ銀行(以下「銀行」) の委託による銀行代理業務およびこれらに付随 

する業務 

②銀行からの委託による住宅ローンに関する審査・管理の受託業務およびこれらに付随する業務 

③個人ローンの保証業務およびこれらに付随する業務 

④損害保険代理店業務およびこれらに付随する業務 

⑤その他銀行から受託し営むことができる業務および保証会社が営むことができる業務、ならびに 

これらに付随する業務（今後取扱いが認められる業務を含む） 

 

（２）利用目的 

①融資および保証等のお申込の受付、審査、決定の判断のため 

②預金口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため 

③法令等に基づくご本人さまの確認等、金融商品やサービスをご利用いただく資格等の確認のため 

④保証取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため 

⑤適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断のため 

⑥「銀行」から受託した業務および保証業務に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供す

る場合等、適正な業務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため 

⑦お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため 
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⑧市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による商品やサービスの研究や開発、保証基

準の見直しのため 

⑨ダイレクトメールの発送・電話によるご案内等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため 

（お客さまの取引履歴やウェブサイトの閲覧履歴、グループ会社等から取得した情報等を分析して、 

お客さまのニーズにあった各種商品・サービスに関する広告等の配信等を行うことを含む） 

⑩提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため（お客さまの取引履歴やウェブサイトの閲覧履歴、 

グループ会社等から取得した情報等を分析して、お客さまのニーズにあった各種商品・サービスに 

関する広告等の配信等を行うことを含む） 

⑪銀行から受託した業務、その他、お客さまとの取引を適切かつ円滑に履行するため 

 

なお、当社は、個人信用情報機関から提供を受けたお客さま（資金需要者）の借入返済能力に関する

情報については、お客さまの返済能力の調査以外の目的のためには利用もしくは第三者提供いたしま

せん。同様に銀行法施行規則第 13 条の 6 の 7 等の規定に基づき、当社は、業務を行う際に知り得た

お客さまに関する人種、信条、門地、本籍地、保健医療または犯罪経歴についての情報等の特別な非

公開情報は、適切な業務運営その他必要と認められる目的以外には利用もしくは第三者提供いたしま

せん。 

 

 

当社は、お客さまの特定個人情報等を、以下の（３）の利用目的の達成に必要な範囲で利用いたします。 

 

お客さまから直接書面に記載されたご本人の特定個人情報等を取得する場合、あらかじめ利用目的を明 

示いたします（法令に明示の必要なしと規定されている場合を除く）。それ以外の方法で特定個人情報 

等を直接取得する場合、およびご本人以外の方等から間接的に特定個人情報等を取得する場合について 

も、下記の利用目的の達成に必要な範囲内で利用いたします。 

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の規定に基づき、当社は、 

特定個人情報等について、同法で認められた利用目的以外の目的のためには取得、利用もしくは第三者 

提供いたしません。 

 

（３）特定個人情報等の利用目的 

①1.(1)記載の「当社の業務の範囲」において法令で定められた利用をするため 

 ②法令に基づき作成する支払調書の作成事務のため 

③その他①・②に関連する事務のため 

 

２．適正な取得について 

当社は、お客さまの個人情報・特定個人情報等を適正に取得いたします。  

当社では、例えば、以下のような情報源から個人情報を取得することがあります。 

（取得する情報源の例） 

○住宅ローンの申込書など、お客さまにご記入・ご提出いただく書類等により直接提供される場合（ご

本人あるいは提携先からからの申込書等の書面の提出、ご本人からの Web 等の画面へのデータ入力 

○銀行からの業務受託に伴って、銀行から個人情報が提供される場合 

○不動産登記情報その他の一般に公開されている情報による場合 

○個人信用情報機関等の第三者から、個人情報が提供される場合  

○お客さまからお問い合わせやご相談などを電話で承る場合（なお、お客さまとの電話による通話 

内容は、対応品質向上と内容の確認のため録音させていただく場合があります） 

 

３．ダイレクトメール等の中止について 

当社は、以下の通り、当社からの商品・サービスのセールスに関するダイレクトメールの送付やお電話等 

での勧誘について、お客さまからの中止の申し出をいただいたときは、遅滞なくそれ以降の当該目的での

個人情報の利用・提供を中止する措置をとります。 

 

（１）中止できるもの 

当社および提携先の宣伝物・印刷物の送付等による営業案内。                   
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（２）中止のための手続 

当社営業店または後記のお問い合わせ窓口までお申し出ください。 

 

４.安全管理措置の実施について 

当社は、個人情報・特定個人情報等への不正アクセスや、個人情報・特定個人情報等の漏えい、滅失、 

毀損等を防止するために、組織的・人的・物理的・技術的な安全管理策を定め、必要かつ適切な措置を 

実施して、お客さまの個人情報・特定個人情報等を適切に管理いたします。 

 

当社が安全管理のために講じる具体的な措置は以下の通りです。 

 

（基本方針の策定） 

当社では、個人データの適正な取扱いの確保のため、「関係法令・ガイドライン等の遵守」、「質問お 

よび苦情処理の窓口」等についての基本方針を策定しています。 

 

（個人データの取扱いに係る規律の整備） 

当社では、取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・担当者およ 

びその任務等について個人データの取扱規程を策定しています。 

 

（組織的安全管理措置） 

当社では、個人データの取扱いに関する責任者を設置するとともに、個人データを取り扱う役職員 

および当該役職員が取り扱う個人データの範囲を明確化し、法令や取扱規程に違反している事実ま 

たは兆候を把握した場合の責任者への報告連絡体制を整備しています。 

 

（人的安全管理措置） 

当社では、個人データの取扱いに関する留意事項について、役職員に定期的な研修を実施していま 

す。 

 

（物理的安全管理措置） 

当社では、個人データを取り扱う区域において、役職員の入退室管理および持ち込む機器等の制限 

を行うとともに、権限を有しない者による個人データの閲覧を防止する措置を実施しています。 

 

（技術的安全管理措置） 

当社では、アクセス制御を実施して、担当者および取り扱う個人情報データベース等の範囲を限定 

しています。 

 

５.第三者提供について 

当社は、法令に定める場合を除き、お客さまの個人情報をあらかじめご本人の同意を得ることなく第 

三者に提供することはいたしません。また、法令に定める場合を除き、お客さまの特定個人情報等を 

第三者に提供することはいたしません。 

 

第三者が外国に所在する場合は、ご本人の同意を得る際に、個人情報保護法の定めに従い、第三者が 

所在する外国等に関する情報提供を行います。ご本人の同意を得る際に第三者が所在する外国が特定 

できず、事後的に特定できた場合は、お客さまの求めに応じて、特定できた外国等に関する情報提供 

を行います。後記８ .のお問い合わせ窓口までお問合せください。 

 

６．取扱いの委託について 

当社がお客さまの個人情報・特定個人情報等の取扱いを委託する場合は、お客さまの個人情報・特定個 

人情報等の安全管理が図られるよう適切に監督いたします。 

当社では、例えば、以下のような場合に、個人データの取扱いの委託を行っております。 

（委託する事務の例） 

・通知書等発送に関わる事務  

・情報システムの運用・保守に関わる業務 

・求償権に関わる業務 

 

当社は、外国に所在し、個人情報保護法の基準に適合する体制整備を実施した事業者に対し個人デー 
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タの取扱いを委託する場合は、事業者の体制整備の実施が継続的に確保されるよう必要な措置を講じ 

ます。 

当社は、個人情報保護法の定めに従い、お客さまの求めに応じて、必要な措置に関する情報提供を行 

います。後記８ .のお問い合わせ窓口までお問合せください。 

 

７．保有個人データ等の開示等の請求等に係る手続 

個人情報保護法に基づく、当社の保有個人データの開示等（利用目的の通知、開示、訂正、利用停止 

等）の請求等に係る手続は以下のとおりです。 

なお、後記９. 記載の個人信用情報機関に登録されている情報の開示は各機関で行いますので、各機 

関にて手続をお取りください。 

 

（１）開示等の請求等の手続ができる方 

①お客さまご本人 

②開示等の請求等の手続についてお客さまご本人が委任した代理人（任意代理人） 

③未成年者または成年被後見人の場合は法定代理人 

 

（２）開示等の請求等の手続 

① お客さまご本人が手続をされる場合 

ア．お客さまご本人が来社して手続をされる場合 

以下の書類をお持ちの上、後記８．のお問い合わせ窓口までお越しください。 

・当社所定の申込書 

・実印および印鑑証明書（発行日から３ヶ月以内のもの） 

・本人確認書類（運転免許証・パスポート・健康保険証等） 

・郵送回答をご希望の場合、返送用郵便切手（簡易書留郵便相当分） 

イ．お客さまご本人が郵送で手続をされる場合 

お客さまの実印を押捺した当社所定の申込書に、上記ア．記載の各書類（ただし、実印は不要、

本人確認書類は写し）を添えて、後記８．のお問い合わせ窓口までお送りください。 

ウ．開示内容の通知書面は、お客さまのご依頼に基づき、書面の郵送・電子メールに添付・その他 

当社が定める方法によって、お客さまご本人に直接お送りさせていただきます。  

② 法定代理人、または、お客さまご本人が委任した代理人が手続をされる場合 

ア．代理人の方が来社して手続をされる場合 

以下の書類をお持ちの上、後記８．のお問い合わせ窓口までお越しください。 

・当社所定の申込書 

・開示等の対象となるお客さまの本人確認書類（運転免許証・パスポート・健康保険証等） 

・代理人の代理権を証する書類（法定代理人の場合は、法定代理人とお客さまの続柄の入った

戸籍謄本または住民票。委任を受けた代理人の場合は、お客さまご本人の実印を押捺した委

任状およびお客さまご本人の印鑑証明書（発行日から３ヶ月以内のもの） 

・代理人の実印・印鑑証明書（発行日から３ヶ月以内のもの） 

・代理人の本人確認書類（運転免許証・パスポート・健康保険証等） 

・郵送回答をご希望の場合、返送用郵便切手（簡易書留郵便相当分） 

イ．代理人の方が郵送で手続をされる場合 

代理人の方の実印を押捺した当社所定の申込書に、上記ア．記載の各書類（ただし、実印は不要、

本人確認書類は写し）を添えて、後記８．のお問い合わせ窓口までお送りください。 

ウ．代理人の方が手続をされる場合は、お客さまご本人の個人情報保護のために、代理権を証する

書類のほかに、別途代理権の確認をさせていただく場合があります。 

エ．開示内容の通知書面は、お客さまのご依頼に基づき、書面の郵送・電子メールに添付・その他 

当社が定める方法によって、お客さまご本人に直接お送りさせていただきます。 

 

（３）開示等の手数料 

開示等の手数料は無料ですが、開示等結果の郵送実費（簡易書留郵便相当分の郵便切手）はお客さ

まにご負担いただきます。 

 

（４）開示等に対する回答の方法・時期 

開示等のご請求等をいただいた場合は、書面の交付、電磁的記録の提供その他の方法により合理的な期間

内に回答いたします。 
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８．お問い合わせ窓口 
保有個人データの開示等、あるいは個人情報・特定個人情報等に関するお問い合わせ、ご相談等は以下 
の窓口までご連絡ください。 

三菱ＵＦＪローンビジネス株式会社 
本社       TEL 03-3817-8411 
大阪支社   TEL 06-6229-6100 
名古屋支社 TEL 052-203-9790 

受付時間 ： 月～金曜日 9：00～17：00（祝日・12/31～1/3 等を除く） 

 
９．個人信用情報機関およびその加盟会員による個人情報の提供・利用について（特定個人情報等は除 

きます） 
別途記載する「個人信用情報機関およびその加盟会員による個人情報の提供・利用について（特定個人 
情報等は除きます）」に詳細記載いたします。 

 

10．改訂について 
当社では、お客さまの個人情報・特定個人情報等の保護を図るために、また法令その他の規範の変更に 
対応するために、「個人情報保護方針」・「個人情報のお取扱いについて」を改訂することがあります。 
改訂後の「個人情報保護方針」・「個人情報のお取扱いについて」は、当社においてお知らせします。 

以上 
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個人信用情報機関およびその加盟会員による個人情報の提供・利用について（特定個

人情報等は除きます） 

 

（１）当社は、個人信用情報機関およびその加盟会員（当社を含む。）による個人情報の提供・利用につ

いて、申込書・契約書等により、以下のとおり個人情報保護法第 27 条第 1 項に基づくお客さまの

同意をいただいております。 

 

①当社が加盟する個人信用情報機関および同機関と提携する個人信用情報機関にお客さまの個人情 

報（当該各機関の加盟会員によって登録される契約内容、返済状況等の情報のほか、当該各機関に 

よって登録される、破産等の官報報告等を含む。）が登録されている場合には、当社がそれを与信 

取引上の判断（返済能力または移転先の調査をいう。ただし、返済能力に関する情報については返 

済能力の調査の目的に限る。以下同じ。）のために利用すること。 

 

②お客さまの個人情報（その履歴を含む。）が当社が加盟する個人信用情報機関に登録され、同機関 

および同機関と提携する個人信用情報機関の加盟会員によって自己の与信取引上の判断のために 

利用されること。 

 

③上記のほか、上記の個人情報は、その正確性･最新性維持、苦情処理、個人信用情報機関による加

盟会員に対する規則遵守状況のモニタリング等の個人情報の保護と適正な利用の確保のために必

要な範囲内において、個人信用情報機関およびその加盟会員によって相互に提供または利用される

こと。 

 

（２）各個人信用情報機関の加盟資格、会員名等は各機関のホームページに記載されております。 

なお、個人信用情報機関に登録されている情報の開示は、各機関で行います(当社ではできません)。 

 

＜現在、加盟する個人信用情報機関はございません＞ 
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債権回収会社について 

 

 

当社は、求償債権の回収に係る業務につき、三菱 UFJ フィナンシャル・グループの以下の債権回収会社

に委託を行っています。また、委託に際しましては、委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。 

 

○委託先 

名 称：エム･ユー・フロンティア債権回収株式会社（法務大臣許可番号第２８号）(*) 

住 所：〒164-0012 東京都中野区本町 2-46-1 中野坂上サンブライトツイン 20 階 

T E L：０３－３３７３－５１１１ 

 

(*)エム･ユー・フロンティア債権回収株式会社は､1999 年に施行された「債権管理回収業に関する特

別措置法」に基づき、2000 年 2 月に法務大臣から許可を受けたサービサー（債権回収会社）で、

「債権回収」「事業再生」「証券化対応」等、幅広いサービスを提供しています。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


